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(57)【要約】
【課題】　バイオマス由来のポリマーを少なくとも一部に含有した複合繊維を使用するこ
とで、二酸化炭素発生量を低減できるなど環境に優しく、かつ石油系由来のポリマーを使
用した製品と比較してバイオマス由来のポリマーを使用した製品が劣る耐摩耗性等の欠点
を解消することができるロープ・綱類を提供する。
【解決手段】　横断面形状が芯鞘形状を呈しており、鞘部が石油系由来のポリマー、芯部
がバイオマス由来のポリマーからなる複合繊維で構成されているロープ・綱類。このロー
プ・綱類は、８５ｋｇの砂袋に装着して３ｍの高さから落下させたときのロープにかかる
荷重の最大値である最大衝撃荷重が７．０ｋＮ以下であることが好ましい。また、ロープ
・綱類を構成する複合繊維の鞘部はポリエチレンテレフタレート、芯部はポリ乳酸である
ことが好ましい。
【選択図】　      なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横断面形状が芯鞘形状を呈しており、鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がバイオマス
由来のポリマーからなる複合繊維で構成されていることを特徴とするロープ・綱類。
【請求項２】
　８５ｋｇの砂袋に装着して３ｍの高さから落下させたときのロープにかかる荷重の最大
値である最大衝撃荷重が７．０ｋＮ以下であることを特徴とする請求項１記載のロープ・
綱類。
【請求項３】
　複合繊維の鞘部がポリエチレンテレフタレート、芯部がバイオマス由来のポリマーであ
ることを特徴とする請求項１又は２記載のロープ・綱類。
【請求項４】
　複合繊維の鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がポリ乳酸であることを特徴とする請求
項１又は２記載のロープ・綱類。
【請求項５】
　複合繊維の鞘部がポリエチレンテレフタレート、芯部がポリ乳酸であることを特徴とす
る請求項３又は４記載のロープ・綱類。
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイオマス由来のポリマーを一成分とする複合繊維から構成されるロープ・
綱であって、係船索、タグライン、ポートホール、ガイロープ、リギングロープ、スリン
グロープ等の船舶用ロープ、ザイル、レンジャロープ、リードロープ等の荷役用ロープや
安全帯等に代表される用途に好適なロープ・綱類に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来の合成繊維は、その大部分が石油などの限りある貴重な化石資源を原料としている
が、近年、化石資源はその資源不足が懸念されるだけでなく、二酸化炭素発生量について
も社会に大きな影響を与えている。二酸化炭素固定化は地球温暖化防止に効果があること
が期待され、特に二酸化炭素削減目標値を課した京都議定書に対応するために、二酸化炭
素固定化物質は非常に注目度が高く、バイオマス由来物質の積極的な使用が望まれている
。
【０００３】
　バイオマス由来の合成繊維や合成樹脂を燃焼させた際に出る二酸化炭素は、もともと空
気中にあったもので、大気中の二酸化炭素は増加しない。このことをカーボンニュートラ
ルと称し、重要視する傾向となっている。しかしながら、バイオマス由来の合成繊維の多
くは、耐摩耗性が従来の汎用合成繊維よりも劣っている。
【０００４】
　また、石油系由来のポリマーとバイオマス由来のポリマーからなる複合繊維については
、ポリ乳酸系樹脂を芯部に、芳香族ポリエステル系樹脂を鞘部に配した複合繊維が提案さ
れている（例えば特許文献１～３参照）。しかし、これらは原糸に関するもので、具体的
な用途については詳細が記載されておらず、各用途についての要求特性についても開示さ
れていない。
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【０００５】
　一方、ロープ・綱類については、その形態や縫製方法について各種のものが開示されて
いる(例えば特許文献４～14参照)。しかし、これらには一般の合成繊維が使用されており
、環境に配慮されたものではない。また、バイオマス系の繊維を使用してロープ・綱類を
作製する方法についても開示されている（例えば特許文献15参照）。しかし、このロープ
・綱類にはポリ乳酸繊維が用いられているので耐摩耗性が不良であり、環境面に配慮し、
かつ耐摩耗性にも優れたロープ・綱類は未だ提案されていない。

【特許文献１】特開2004-353161号公報
【特許文献２】特開2005-187950号公報
【特許文献３】特開2005-232627号公報
【特許文献４】特開平7-070962号公報
【特許文献５】特開平8-052238号公報
【特許文献６】特開平9-137391号公報
【特許文献７】特開平10-168772号公報
【特許文献８】特開平10-168773号公報
【特許文献９】特開平11-293574号公報
【特許文献１０】特開2000-78888号公報
【特許文献１１】特開2000-355887号公報
【特許文献１２】特開2002-038386号公報
【特許文献１３】特開2002-266263号公報
【特許文献１４】特開2004-300609号公報
【特許文献１５】特開2001-303464号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記のような現状に鑑みて行われたもので、従来の石油系由来のポリマーだ
けからなる合成繊維ではなく、バイオマス由来のポリマーを少なくとも一部に含有した複
合繊維を使用することで、二酸化炭素発生量を低減できるなど環境に優しく、かつ石油系
由来のポリマーを使用した製品と比較してバイオマス由来のポリマーを使用した製品が劣
る耐摩耗性等の欠点を解消できるロープ・綱類を提供することを技術的な課題とするもの
である。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記の課題を解決するために鋭意検討した結果、横断面形状が芯鞘形状
を呈しており、鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がバイオマス由来のポリマーで構成さ
れる複合繊維を用いたロープ・綱類は、耐摩耗性が優れていることを見出して本発明に到
達した。
【０００８】
　すなわち、本発明は、次の構成を要旨とするものである。
（１）横断面形状が芯鞘形状を呈しており、鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がバイオ
マス由来のポリマーからなる複合繊維で構成されていることを特徴とするロープ・綱類。
（２）８５ｋｇの砂袋に装着して３ｍの高さから落下させたときのロープにかかる荷重の
最大値である最大衝撃荷重が７．０ｋＮ以下であることを特徴とする上記（１）記載のロ
ープ・綱類。
（３）複合繊維の鞘部がポリエチレンテレフタレート、芯部がバイオマス由来のポリマー
であることを特徴とする上記（１）又は（２）記載のロープ・綱類。
（４）複合繊維の鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がポリ乳酸であることを特徴とする
上記（１）又は（２）記載のロープ・綱類。
（５）複合繊維の鞘部がポリエチレンテレフタレート、芯部がポリ乳酸であることを特徴
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とする上記（３）又は（４）記載のロープ・綱類。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のロープ・綱類は、芯部がバイオマス由来のポリマーで形成された複合繊維を使
用しているため、従来の石油系由来のポリマーからなる合成繊維で構成されたものより、
製造から廃棄までの段階で発生する二酸化炭素量が低減されて環境に優しく、かつ、バイ
オマス由来のポリマー単独の繊維を用いたロープ・綱類より耐摩耗性などの物性を向上さ
せることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明のロープ・綱類は、鞘部が石油系由来のポリマー、芯部がバイオマス由来のポリ
マーからなる芯鞘型の複合繊維で構成されるものである。
【００１１】
　まず、本発明で用いる芯鞘型の複合繊維の鞘部を構成する石油系由来のポリマーは、溶
融紡糸が可能なものであればよく、特に限定されるものではない。具体的には、ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、石油由来の１
，３－プロパンジオールとテレフタル酸とからなるポリトリメチレンテレフタレート（Ｐ
ＴＴ）などのポリアルキレンテレフタレートに代表されるポリエステル、ナイロン６、ナ
イロン６６、ナイロン４６、ナイロン１１及びナイロン１２に代表されるポリアミド、ポ
リプロピレンやポリエチレンに代表されるポリオレフィン、ポリ塩化ビニルやポリ塩化ビ
ニリデンに代表されるポリ塩化ポリマー、ポリ４フッ化エチレン並びにその共重合体、ポ
リフッ化ビニリデン等に代表されるフッ素系繊維等が挙げられる。これらの中では、低コ
ストであるポリエステル系ポリマーやポリアミド系ポリマーが好ましい。また、バイオマ
ス由来のポリマーとしては脂肪族ポリエステルが多いため、相溶性を考慮するとポリエス
テル系のものがより好ましく、コストや取り扱い性も考慮すると、特にＰＥＴが好ましい
。
【００１２】
　また、粘度、熱的特性、相溶性を鑑みてポリエステル系ポリマーには、イソフタル酸、
５－スルホイソフタル酸等の芳香族ジカルボン酸、アジピン酸、コハク酸、スベリン酸、
セバシン酸、ドデカン二酸等の脂肪族ジカルボン酸、及びエチレングリコール、プロピレ
ングリコール、１，４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノールなどの脂
肪族ジオールや、グリコール酸、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロ
ン酸、ヒドロキシペンタン酸、ヒドロキシヘプタン酸、ヒドロキシオクタン酸等のヒドロ
キシカルボン酸、ε－カプロラクトン等の脂肪族ラクトン等を共重合していてもよい。
【００１３】
　次に、本発明で用いる芯鞘型の複合繊維の芯部を構成するバイオマス由来のポリマーに
ついても、溶融紡糸が可能なものであればよく、特に限定されるものではない。具体的に
は、ポリ乳酸（ＰＬＡ）、バイオマス由来の１，３－プロパンジオールとテレフタル酸と
からなるポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）やポリブチレンサクシネート（ＰＢ
Ｓ）などバイオマス由来のモノマーを化学的に重合してなるポリマー類や、ポリヒドロキ
シ酪酸等のポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）等の微生物生産系ポリマーを挙げる
ことができる。これらの中では、耐熱性が安定し、比較的量産化が進んでいるポリ乳酸が
好ましい。
【００１４】
　ポリ乳酸としては、ポリＤ－乳酸、ポリＬ－乳酸、ポリＤ－乳酸とポリＬ－乳酸との共
重合体であるポリＤＬ－乳酸、ポリＤ－乳酸とポリＬ－乳酸との混合物（ステレオコンプ
レックス）、ポリＤ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、ポリＬ－乳酸とヒドロ
キシカルボン酸との共重合体、ポリＤ－乳酸又はポリＬ－乳酸と脂肪族ジカルボン酸及び
脂肪族ジオールとの共重合体、あるいはこれらのブレンド体とすることが好ましい。そし
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て、ポリ乳酸は、上記のようにＬ－乳酸とＤ－乳酸が単独で用いられているもの、もしく
は併用されているものであるが、中でも融点が１２０℃以上、融解熱が１０Ｊ／ｇ以上で
あることが好ましい。
【００１５】
　ポリ乳酸のホモポリマーであるポリＬ－乳酸やポリＤ－乳酸の融点は約１８０℃である
が、Ｄ－乳酸とＬ－乳酸との共重合体の場合、いずれかの成分の割合を１０モル％程度と
すると、融点はおよそ１３０℃程度となる。さらに、いずれかの成分の割合を１８モル％
以上とすると、融点は１２０℃未満、融解熱は１０Ｊ／ｇ未満となって、ほぼ完全に非晶
性の性質となる。このような非晶性のポリマーとなると、製造工程において特に熱延伸し
難くなり、高強度の繊維を得ることが困難になり、繊維が得られたとしても、耐熱性、耐
摩耗性に劣ったものとなりやすいため好ましくない。
【００１６】
　そこで、ポリ乳酸としては、ラクチドを原料として重合する時のＬ－乳酸やＤ－乳酸の
含有割合で示されるＬ－乳酸とＤ－乳酸の含有比（モル比）であるＬ／Ｄ又はＤ／Ｌが８
２／１８以上のものが好ましく、中でも９０／１０以上、さらには９５／５以上のものが
好ましい。また、ポリ乳酸の中でも、上記したようなポリＤ－乳酸とポリＬ－乳酸との混
合物（ステレオコンプレックス）は融点が２００～２３０℃と高いため、摩擦熱等の影響
を受け難く、特に好ましい。
【００１７】
　ポリ乳酸とヒドロキシカルボン酸の共重合体である場合は、ヒドロキシカルボン酸の具
体例としてはグリコール酸、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸
、ヒドロキシペンタン酸、ヒドロキシヘプタン酸、ヒドロキシオクタン酸等が挙げられる
。中でもヒドロキシカプロン酸又はグリコール酸を用いることがコスト面からも好ましい
。ポリ乳酸と脂肪族ジカルボン酸及び脂肪族ジオールとの共重合体の場合は、脂肪族ジカ
ルボン酸及び脂肪族ジオールとしては、セバシン酸、アジピン酸、ドデカン二酸、トリメ
チレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール等が挙げられる
。このようにポリ乳酸に他の成分を共重合させる場合は、ポリ乳酸を８０モル％以上とす
ることが好ましい。ポリ乳酸が８０モル％未満になると、共重合ポリ乳酸の結晶性が低く
なり、融点が１２０℃未満、融解熱が１０Ｊ／ｇ未満となりやすい。
【００１８】
　また、ポリ乳酸の分子量としては、分子量の指標として用いられるＡＳＴＭＤ－１２３
８法に準じ、温度２１０℃、荷重２１６０gで測定したメルトフローレートが、１～１０
０（ｇ／１０分）であることが好ましく、より好ましくは５～５０（ｇ／１０分）である
。メルトフローレートをこの範囲とすることにより、強度、湿熱分解性、耐摩耗性が向上
する。また、ポリ乳酸の耐久性を高める目的で、ポリ乳酸に脂肪族アルコール、カルボジ
イミド化合物、オキサゾリン化合物、オキサジン化合物、エポキシ化合物等の末端封鎖剤
を添加してもよい。
【００１９】
　上記したポリ乳酸には、本発明の効果を損なわない範囲であれば、必要に応じて熱安定
剤、結晶核剤、艶消剤、耐光剤、耐候剤、香料、界面活性剤、難燃剤、表面改質剤、各種
無機及び有機電解質、その他類似の添加剤を添加してもよい。
【００２０】
　上記した石油系由来のポリマーやバイオマス由来のポリマーには、本発明の効果を損な
わない範囲であれば、必要に応じて各種充填剤、増粘剤、結晶核剤として効果を示す公知
の添加剤を添加することができる。具体的にはカーボンブラック、炭酸カルシウム、酸化
ケイ素及びケイ酸塩、亜鉛華、ハイサイトクレー、カオリン、塩基性炭酸マグネシウム、
マイカ、タルク、石英粉、ケイ藻土、ドロマイト粉、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化アンチ
モン、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、アルミナ、ケイ酸カルシウム、窒化ホウ素、ベヘ
ン酸アミド等の脂肪族アミド系化合物、脂肪族尿素系化合物、ベンジリデンソルビトール
系化合物、架橋高分子ポリスチレン、ロジン系金属塩や、ガラス繊維、ウィスカー等が挙
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げられる。これらは、そのまま添加してもよいし、ナノコンポジットとして必要な処理の
後、添加することもできる。価格を抑え、良好な物性バランスを達成するためには、無機
の充填剤の配合が好ましい。また、結晶核剤の配合も好ましい。
【００２１】
　また、石油系由来のポリマーやバイオマス由来のポリマーには、必要に応じて、顔料、
染料等の着色剤、活性炭、ゼオライト等の臭気吸収剤、バニリン、デキストリン等の香料
、酸化防止剤、紫外線吸収剤等の安定剤、滑剤、離型剤、撥水剤、抗菌剤その他の副次的
添加剤を配合することができる。
【００２２】
　さらに、上記の石油系由来のポリマーやバイオマス由来のポリマーには、本発明の効果
を損なわない範囲であれば、必要に応じて可塑剤を配合することもできる。可塑剤を配合
することで、加熱加工時、特に押出加工時の溶融粘度を低下させ、剪断発熱等による分子
量の低下を抑制することが可能となり、場合によっては結晶化速度の向上も期待できる。
可塑剤の種類は、特に限定されるものではないが、バイオマス由来のポリマー、特に脂肪
族系ポリエステルの可塑剤としては、エーテル系可塑剤、エステル系可塑剤、フタル酸系
可塑剤、リン系可塑剤などが好ましく、ポリエステルとの相溶性に優れる点からエーテル
系可塑剤、エステル系可塑剤がより好ましい。
【００２３】
　具体例として、エーテル系可塑剤としては、例えばポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等のポリオキシアルキレングリコール
等を挙げることができる。また、エステル系可塑剤としては、脂肪族ジカルボン酸と脂肪
族アルコールとのエステル類等を挙げることができ、脂肪族ジカルボン酸として、例えば
シュウ酸、コハク酸、セバシン酸、アジピン酸等を挙げることができ、脂肪族アルコール
として、例えばメタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ヘ
キサノール、ｎ－オクタノール、２－エチルヘキサノール、ｎ－ドデカノール、ステアリ
ルアルコール等の一価アルコール、エチレングリコール、１、２－プロピレングリコール
、１、３－プロピレングリコール、１、３－ブタンジオール、１、５－ペンタンジオール
、１、６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエ
チレングリコール等の２価アルコール、また、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペ
ンタエリストール等の多価アルコールを挙げることができる。また、上記ポリエーテル系
可塑剤とポリエステル系可塑剤との組み合わせからなる共重合体、異なる２種以上の前記
共重合体のブレンド物が挙げられる。さらに、エステル化されたヒドロキシカルボン酸等
も用いることができる。上記の可塑剤は、必要に応じて１種もしくは複数種を用いること
ができる。
【００２４】
　また、石油系由来のポリマー、特にＰＥＴ等のポリエステルの可塑剤としては、ポリエ
ーテル系可塑剤、エステル系可塑剤、フタル酸系可塑剤及びリン系可塑剤等が挙げられる
。好ましくは、耐熱性の点からポリエーテル系可塑剤がよく、特に好ましいポリエーテル
系可塑剤は、ポリエチレングリコール誘導体である。
【００２５】
　ポリエチレングリコール誘導体としては、ポリエチレングリコールと脂肪族ジカルボン
酸あるいは芳香族ジカルボン酸から得られ、脂肪族ジカルボン酸としては、例えば、コハ
ク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、
デカンジカルボン酸等が挙げられる。また、芳香族ジカルボン酸としては、例えば、イソ
フタル酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、フェノキシエ
タンジカルボン酸、安息香酸等が挙げられる。
【００２６】
　本発明のロープ・綱類を構成する複合繊維は、横断面が芯鞘形状を呈しており、鞘部が
上記した石油系由来のポリマーで形成されると共に芯部が上記したバイオマス由来のポリ
マーで形成されていることが必要である。このような複合繊維とすることで、バイオマス
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由来のポリマーを少なくとも一部、すなわち芯部に含有するので、製造から廃棄までの段
階で発生する二酸化炭素量が低減されて環境に優しいものである。また、芯部を石油系由
来のポリマーで形成される鞘部で囲んだ複合繊維であるため、石油系由来ポリマーの繊維
と比較してバイオマス由来ポリマーの繊維が劣る耐摩耗性等の欠点を解消することができ
る。このような芯鞘型の複合繊維は、公知の方法によって製造することができる。
【００２７】
　上記した複合繊維はその芯部と鞘部とがほぼ同心円状に配置された同心芯鞘型の複合繊
維であることが好ましく、このような構成とすることで、鞘部に石油系由来のポリマーを
均一に配することができる。芯部と鞘部が偏心状に存在すると、鞘部の石油系由来のポリ
マー層に薄い箇所ができるが、このポリマー層が薄い箇所において、耐摩耗性が不良とな
りやすい。
【００２８】
　また、上記した芯鞘型の複合繊維の芯部と鞘部との比率としては、芯／鞘の質量比率で
２０／８０～８０／２０が好ましい。芯／鞘の質量比率が２０／８０未満になるとバイオ
マス由来のポリマーの比率が少なくなり、二酸化炭素の低減効果等のバイオマス由来のポ
リマーを用いるメリットが少なくなるため好ましくない。また、芯／鞘の質量比率が８０
／２０を超えると、本発明の目的とする耐摩耗性の向上が得られ難くなるため好ましくな
い。なお、複合繊維の形態は長繊維、短繊維を用いた紡績糸のいずれでもよいが、耐摩耗
性を向上させるには長繊維が好ましい。
【００２９】
　本発明のロープ・綱類は、上記した芯鞘型の複合繊維を用いて、製綱することによって
得ることができる。その製綱方法は、特に限定されるものではない。具体的には、撚り工
程による方法、３つ打ち、４つ打ち、６つ打ち等の製綱法、編組機による製紐法等の方法
が挙げられる。
【００３０】
　また、本発明のロープ・綱類は、上記した芯鞘型の複合繊維のみで構成されるものの他
、上記の複合繊維と、例えばナイロン６やナイロン６６などのポリアミド、ＰＥＴやＰＢ
Ｔ、ＰＴＴなどの芳香族ポリエステル等の繊維の中から選ばれた１種以上の繊維とで構成
されるものでもよい。
【００３１】
　しかし、製造から廃棄までの段階で発生する二酸化炭素量を低減できる環境考慮型のロ
ープ・綱類とするためには、上記の複合繊維を５０質量％以上、特に７０質量％以上使用
したものが好ましい。
【００３２】
　また、安全帯等の衝撃吸収性が必要になるロープとしては、８５ｋｇの砂袋に装着して
３ｍの高さから落下させた時のロープにかかる荷重の最大値で、ある最大衝撃荷重が７．
０ｋＮ以下であることが好ましい。ロープを装着した人体等にかかるダメージをより少な
くするためである。個人の年齢や特性にもよるが、最大衝撃荷重が７．０ｋＮより大きく
なると、人の体に障害を及ぼす可能性が大きくなる。なお、このときのロープ装着方法そ
の他の測定方法は、安全帯に関する厚生労働省の「安全規格」における落下試験項目に準
ずるものである。
【実施例】
【００３３】
　次に、本発明を実施例によって具体的に説明する。なお、実施例における各物性は、次
の方法にて測定、評価した。
（１）ポリ乳酸の融点（℃）、融解熱（Ｊ／ｇ）
　パーキンエルマー社製の示差走査熱量計ＤＳＣ－２型を使用し、昇温速度２０℃／分の
条件で測定した。
（２）ポリ乳酸のＬ－乳酸とＤ－乳酸の含有比（モル比）
　超純水と１Ｎの水酸化ナトリウムのメタノール溶液との等質量混合溶液を溶媒とし、高



(8) JP 2008-174875 A 2008.7.31

10

20

30

40

50

速液体クロマトグラフィー（ＨＰＬＣ）法により測定した。カラムにはｓｕｍｉｃｈｉｒ
ａｌＯＡ６１００を使用し、ＵＶ吸収測定装置により検出した。
（３）繊維繊度（ｄｔｅｘ）
　ＪＩＳ Ｌ－１０１５３正量繊度に準じて測定した。
（４）強度（繊維）（ｃＮ／ｄｔｅｘ）
　ＪＩＳ Ｌ－１０１３　引張強さ及び伸び率の標準時試験に準じて測定した。
（５）強力（Ｎ）
　ＪＩＳ Ｌ－２７０４に準じて測定を行った。
（６）耐摩耗性
　ＪＩＳ　Ｄ－４６０４の耐摩耗性試験に準じて試験を行った。試料（編地）の一端に試
料の強力値の１．２５％の荷重を吊るし、他端を丸やすりの上に渡した後、振動ドラムに
固定した。次に振動ドラムをクランク及びクランクアームによって往復運動させ、試料を
繰り返し毎分３０±１回として５，０００回往復摩耗させ、試料の外観を観察した。
（７）ロープの最大衝撃荷重
　８５ｋｇの砂袋にロープを装着して３ｍの高さから落下させ、ロープにかかる荷重の最
大値をオシログラフにより測定した。
【００３４】
（実施例１）
　ポリ乳酸（ＰＬＡ）として、融点１７０℃、融解熱３８Ｊ／ｇ、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸の
含有比（モル比）であるＬ／Ｄが９８．５／１．５のものを用い、芳香族ポリエステルと
して、イソフタル酸を１５モル％共重合した融点２１７℃の共重合ＰＥＴを用い、それぞ
れのチップを減圧乾燥した後、同心芯鞘型複合溶融紡糸装置に供給して溶融紡糸を行った
。このとき、共重合ＰＥＴが鞘部、ポリ乳酸が芯部となるように配し、芯／鞘の質量比率
（複合比）を５０／５０とし、紡糸温度２４０℃で溶融紡糸を行った。
　得られた複合繊維１１００ｄｔｅｘ９６フィラメント（強度４．４ｃＮ/ｄｔｅｘ, 伸
度２９%）を６本合わせて５０ｔ／ｍの撚糸を施し、さらにこの撚糸１０本を４０ｔ／ｍ
で合撚して６６０００ｄｔｅｘのストランドを得た。このストランド３本を用いて３つ打
ち（１５ｔ／ｍ）し、１９８０００ｄｔｅｘで直径１２mmのロープを得た。
【００３５】
（実施例２）
　実施例１における芯／鞘の質量比率（複合比）を３０／７０に変更した以外は、実施例
１と同様にして溶融紡糸を行った。得られた複合繊維の強度は７．０ｃＮ／ｄｔｅｘ、４
．７３ｃＮ／ｄｔｅｘ荷重時の中間伸度は１２．７％、切断伸度は２４．５％であり、１
１０℃における熱収縮応力は０．１０ｃＮ／ｄｔｅｘであった。
　得られた複合繊維１０本をＺ撚５０ｔ／ｍで撚合せてリングヤーンを作製し、このリン
グヤーン１５本をＳ撚５０ｔ／ｍで撚合わせてロープストランドを作製した。次いで、こ
のロープストランド３本をＺ撚３３ｔ／ｍで撚合わせて生ロープとした。さらに、この生
ロープを１１０℃で高周波熱処理して衝撃吸収性繊維ロープを得た。
【００３６】
（比較例１）
　実施例１で使用したものと同じポリ乳酸のみを融紡糸装置に供給して紡糸温度２４０℃
で溶融紡糸を行った。
　得られたポリ乳酸繊維１１００ｃＮ／ｄｔｅｘ９６フィラメント（強度４．５ｃＮ/ｃ
Ｎ／ｄｔｅｘ, 伸度２９%）を用いて実施例１と同様に加工し、１９８０００ｃＮ／ｄｔ
ｅｘで直径１２mmのロープを得た。
【００３７】
（比較例２）
　実施例１で使用したものと同じ共重合ＰＥＴのみを融紡糸装置に供給し、紡糸温度２４
０℃で溶融紡糸を行った。
　得られたポリエステル繊維１１００ｃＮ／ｄｔｅｘ９６フィラメント（強度４．５ｃＮ
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径１２mmのロープを得た。
　実施例１、２及び比較例１、２で得られたロープの物性について評価した結果を表1に
示す。

【表１】

【００３８】
　表1から明らかなように、実施例１、２で得られたロープは、強力、耐摩耗性、実施試
験の全てが満足するものであった。また、これらのロープを構成する複合繊維は、芯部に
バイオマス由来のポリマーであるポリ乳酸を使用しているので、環境にも優しい素材であ
った。さらに、実施例２のロープは、機械的特性に優れ、特に最大衝撃荷重が小さくて衝
撃吸収性能に優れたものであり、安全帯用として好適な衝撃吸収性繊維ロープであった。
【００３９】
　一方、比較例１のロープは、バイオマス由来のポリマーであるポリ乳酸からなる繊維の
みを使用しているため耐摩耗性が不良であり、実用に耐え得るものではなかった。また、
比較例２のロープの物性は満足するものであったが、石油系由来のポリマーである共重合
ＰＥＴからなる繊維を使用しているため、製造から廃棄までの段階で発生する二酸化炭素
量を低減することができず、環境に優しいものではない。
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